
競争参加者の資格に関する公示

平成31・32年度における環境省所管の建設工事及び測量・建設コンサルタント等の競争

契約の入札参加資格を得ようとする者の申請方法等について、次のとおり公示します。

平成30年11月１日

環境省大臣官房会計課長 松本 啓朗

１ 業務区分

（１）建設工事（インターネット受付又は書面受付）

①土木工事 ②建築工事 ③自然環境共生工事 ④電気設備工事 ⑤機械設備工事

⑥舗装工事 ⑦水環境処理工事 ⑧展示・内装仕上工事 ⑨その他工事

（２）測量・建設コンサルタント等（インターネット受付又は書面受付）

①測量 ②自然環境共生関係コンサルタント業務 ③建築関係建設コンサルタント業務

④土木関係建設コンサルタント業務 ⑤地質調査業務 ⑥補償関係コンサルタント業務

２ 申請期間及び申請方法

（１）インターネット受付

（インターネット受付URL（建設工事）：https://www.pqr.mlit.go.jp/）

（インターネット受付URL（測量コンサル）：https://www.pqrc.mlit.go.jp/）

①パスワード発行期限：平成30年12月28日(金)まで

②納税証明書等送信・入力プログラムダウンロード期限：平成31年１月15日(火)まで

③申請用データ受付期間：平成30年12月3日(月)から平成31年１月15日(火)まで

（２）書面受付

① 申請期間

平成30年12月3日(月)から平成31年１月15日(火)まで

※上記期間（定期申請）以降も随時申請の受付を行うが、審査結果通知は平成31

年４月１日以降となります。

② 申請書の入手方法

環境省ホームページの下記URLにてダウンロードする。

（http://www.env.go.jp/kanbo/chotatsu/index.html）

③ 申請書類の提出方法

競争参加資格申請者は、申請書に次の書類を添え、８の申請書受付窓口に対して本

社が郵送（書留郵便又は配達記録郵便）で提出すること。



１）建設工事の場合

ア 総合評定値通知書の写し（平成29年６月30日以降を審査基準日とし、総合評定

値通知書の雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入状況がいずれも「加入」又

は「適用除外」となっているものに限る。ただし、当該通知書において雇用保険、

健康保険又は厚生年金保険の加入状況が「未加入」であった後に当該保険の加入

状況が「加入」又は「適用除外」となったものは、総合評定値通知書の写しのほ

か、それぞれ当該事実を証明する書類（保険料の領収証書等）の提出が必要とな

る。）

イ 工事分割内割書

ウ 営業所一覧表

エ 業態調書

オ 建設共同企業体協定書の写し（共同企業体として申請する場合に限る。）

カ 共同企業体等調書（共同企業体として申請する場合に限る。）

キ 納税証明書（直前１年間における法人税又は所得税、消費税及び地方消費税の

納入の状況についての税務官署が発行する証明書。）

ク 委任状（行政書士等の代理申請による場合に限る。）

２）測量・建設コンサルタント等の場合

ア 測量等実績調書

イ 技術者経歴書

ウ 営業所一覧表

エ 業態調書

オ 納税証明書（直前１年間における法人税又は所得税、消費税及び地方消費税の

納入の状況についての税務官署が発行する証明書。）

カ 登録証明書等の写し

キ 登記簿謄本（法人の場合）又は身元証明書（個人の場合）の写し

ク 財務諸表（直前１年間の事業年度分に係る貸借対照表、損益計算書及び利益金

処分（損失処理）計算書（個人の場合にあっては、これらに類する書類。）

ケ 委任状（行政書士等の代理申請による場合に限る。）

３）共通（①の申請期間を過ぎて申請を行う場合に限る。）

資格審査結果通知書の返信用の長３封筒。封筒には送付先の住所及び名称を記載

するとともに、82円切手を貼り付けておくこと。

（３）申請書等の作成に用いる言語

① 申請書及び財務諸表は日本語で作成すること。なお、その他の書類で外国語で記

載のものは日本語の訳文を付記、又は添付すること。

② 添付書類のうち金額欄については出納官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第95号）

第16条に規定する外国貨幣換算率により日本通貨に換算して記載すること。

３ 競争に参加することができない者

（１）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者。なお、

未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている

者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。



（２）予算決算及び会計令第71条の規定に該当すると認められる者で、その事実があった

後２年を経過していない者

（３）環境省から指名停止等の措置を受けている期間中である者

（４）建設工事を希望する者で建設業法第３条の規定による許可を受けていない者

（５）測量・建設コンサルタント等を希望する者で営業に関し法律上の資格を必要とする

もので、当該資格を有しない者

（６）申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載した者

４ 競争に参加できる者の資格及びその審査

競争に参加できる者の資格審査は、別記の業種区分に応じ算定する総合審査数値を

もって行う。

５ 資格審査結果

資格審査結果通知書により平成31年３月31日までに通知する。

６ 資格の有効期間及び更新手続

（１）資格の有効期間

資格を付与されたときから平成33年３月31日までとする。

（２）有効期間の更新手続

上記（１）の有効期間の更新手続を希望する者は、平成33・34年度の競争参加者の

資格に関する公示（平成32年11月上旬公示予定）に基づき申請書類を提出すること。

７ 競争参加資格を有する者の名簿の閲覧先

８に掲げる申請書受付窓口、環境省地方環境事務所及び国民公園管理事務所

※所在地等の詳細は環境省ＨＰ（http://www.env.go.jp）を参照。

８ 問合せ先及び申請書受付窓口

〒100-8975 東京都千代田区霞が関１－２－２（中央合同庁舎第５号館24階）

環境省大臣官房会計課契約係（資格審査担当）

電話番号 代表 03-3581-3351（内線：6043）

（電話による受付時間は、平日の９時00分から17時00分まで）



【別記】 業種区分別等級の区分及び予定価格の範囲等

（１）土木工事及び建築工事

等級 総合審査数値 等級 予定価格の範囲

Ａ 990点以上 Ａ ３億円以上

Ｂ 830点以上 990点未満 Ｂ １億円以上 ３億円未満

Ｃ 760点以上 830点未満 Ｃ ３千万円以上 １億円未満

Ｄ 760点未満 Ｄ ３千万円未満

（２）その他の工事

等級 総合審査数値 等級 予定価格の範囲

Ａ 870点以上 Ａ ５千万円以上

Ｂ 780点以上 870点未満 Ｂ ２千万円以上 ５千万円未満

Ｃ 780点未満 Ｃ ５千万円未満

（３）測量又は建設コンサルタント等業務

等級は設けない予定。

注１：総合審査数値の算出は、環境省所管契約事務取扱要領第五10に基づき行う。

注２：測量又はコンサルタント等業務について等級を設けないこととなった場合には、競

争参加資格を有する者は、平成31年４月１日以降に契約する予定の入札等について

は、全て参加が可能となる。


